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農福連携事業とは･･･

3１．はじめに



農福連携事業とは、農業と福祉が連携
し、知的、精神、身体障害者が農業分野

での活躍を通じて、農業経営の発展と
ともに、障害者の自信や生きがいを
創出し、社会参画の実現を促進する取
組みのこと。

「農」における課題と「福祉」にお
ける課題を解決しながら、双方に利益が

ある“Win-Win”の取組みとして期待
されており、国の「農福連携等推進ビジ

ョン」では、令和6年までに3,000の
新たな農福連携の取り組みを全国で
創出すること等が目標。

4１．はじめに

「農福連携」ビジョン

の構築
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２．本市の概況 5

資料：秦野市人口ビジョン

■ 人口推計

3人に1人が

高齢者...



２．本市の概況 6

資料：すべて秦野市都市農業振興計画

区 分 H7 H17 H22 H27

総人口（人） 164,722 168,317 170,145 168,732

農家戸数（戸） 1,711 1,505 1,475 1,376

農業就業人口（人） 3,053 1,776 1,466 1,246

■ 農家戸数、農業就業人口の推移

区 分 H7 H17 H22 H27

経営耕地面積（ha） 1,039 789 772 696

耕作放棄地
（耕作放棄地率（％）)

121
（10.4％）

146
（15.6％）

141
（15.4％）

149
（17.6％）

■ 経営耕地面積と耕作放棄地の推移

20年間で

7.2％↑

20年間で

20％↓

自給的農家 653

販売農家 723

専業農家 240

兼業農家 483



２．本市の概況 7

■ 障害福祉サービスの推進体制

資料：秦野市障害福祉計画資料：【上】秦野市障害福祉制度ガイドブック（2019年度版）／【下】障害福祉情報サービスかながわ

各支援を実施する事業所数 対 象（重複有）

就労移行支援【4事業所】 身体2・知的4・精神2

就労継続支援【20事業所】
※前年度比：５事業所の増

身体6・知的15・精神13

就労定着支援【2事業所】 身体1・知的2・精神1

近隣他市の事業所数（本市より人口が多い自治体）

平塚市 17事業所 厚木市 19事業所

小田原市 19事業所 大和市 19事業所

資料：障害者雇用の現状等／平成29 年雇用動向調査結果の概況（すべて厚生労働省）

就労継続支援（Ｂ型）事業の周辺課題

作業工賃（月額） 職場定着率

全国平均 15,603円 障がい者平均 62.4％

神奈川県平均 14,047円 一般平均 85.1％



２．本市の概況 8

農業面

福祉面

 農家戸数・農業就業人口の減少 ＋ 耕作放棄地の増加

＝①福祉事業者や教育機関など、新たな担い手と農業者（農地所有者）を結び付けて

いくことによる働き手の確保と遊休（荒廃）農地解消への期待

②地産地消の実現による環境負荷の軽減や地域の経済効果等への期待

 障がい者就労支援制度の充実 + 支援を展開する事業所数の拡大

＝①元来行われている園芸療法（農作業）を実践的な視点で捉え、農業者（農地所有

者）と結び付けていくことによる人間関係（地域との）の広がりへの期待

②障がい者に限らず、高齢者や生活困窮者の就労や生きがいづくりの場を生み出す

可能性への期待

 「農と福の連携」に着目！！

 「農と福の連携」に着目！！



農業現場の声は･･･

9３．事業推進の背景



３．事業推進の背景 10

農業者へのアンケート 令和元年11月25日（月）／農業委員会総会において委員19名に対して実施

Q1.『農福連携』という言葉をご存知ですか。

Q2.『障がい者雇用』に関心がありますか。

Q3.『高齢化・担い手確保』への対策を実践

・検討していますか。

非常に関心がある 11％

関心がある 32％

あまり関心がない 47％

全く関心がない 5％

無回答 5％

知っている 37％

知らない 63％

A1.

A2.

実践している 10％

検討している 32％

検討していない 53％

無回答 5％

A3.

自由回答【抜粋】
・（非常に関心がある）秦野養護学校に依頼され、
農業体験を指導している。
子供達が体験を通じて、将来作業に就いていく人
がいればと考え、校長と話し合っている。

・（関心がある）障がい者の生きがいの手助けと良
好な環境に貢献したい。

・（あまり関心がない）障がい者を受
け入れる組織が無いから。／障がい
者への安全確保ができないため対応
できない。

農福連携の認知度は

３割程度

関心度や高齢化対策

は二極化



福祉現場の声は･･･

11３．事業推進の背景
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福祉施設へのヒアリング 令和元年11月27日（水）／市内の福祉施設（3施設）を訪問し就労現場を視察

化粧品の梱包作業の様子

農福連携に対する施設担当者の声
・適切な指示において、適切な分量・業を提供することができれば、作業実績
は非常に良好である。

・利用者の“弱みの把握”はもちろん、“強みの助長”が期待できる。
・システムが構築できれば、潜在的対象者も掘り出すこともできる。
・核となる機関を介してジョブコーチ等の支援のもとで定着させたい。

・農福連携は知っており、障がい者の社会進出としての「農業」は魅力
的・効果的だと認識している。

・福祉サイドとしては、農業者の方々に作業現場を見に来てほしい。

水耕栽培の様子

花きの栽培作業の様子

※就労人数等：6名・30,000円程度／月（県下ではトップクラスの工賃）
スタンレー電気㈱の特例子会社等への実習生派遣の実績あり１. 知的障害者施設松下園

※就労人数等：15名・15,000円程度／月
10年後の一般就労を目指す若者が中心２. 総合福祉センター弘済学園

※就労人数等：3～4名・30,000円程度／月

３. はだのあすなろ会



３．事業推進の背景 13

農業面

福祉面

 事業内容の認知度が低いため、広報活動が必要

 休憩所、作業場、更衣室、衛生設備、安全施設等の導入への初期投資が必要

 （農業現場への直接雇用を目標とした場合）就労スタッフが補助しながら、
徐々にフェードアウトしていく形となることによる負担感への懸念

共通

 両者をマッチングさせるコーディネーター役が必要

 事業の推進に当たっては、実働は農業者と福祉関係者が中心となるため、両者
の意識改革（主体性）と連携体制の構築が重要



静岡県浜松市では・・・

14４．先行事例



15４．先行事例

浜松市による『ユニバーサル農業』 令和元年11月1日（金）／浜松市役所（産業部農業水産課）を訪問

厳しい農作業＋小規模な農業経営 生産性の限界＋農業離れ＋後継者不足 耕作放棄地の拡大＋農地再生の負担増

この悪循環を打開するため、農福連携事業に着手（平成17年）し、農業や園芸作
業を行うことによる生きがいづくりや、高齢者・障がい者の社会参画などの効用を
農業経営の改善や多様な担い手の育成などに活かしていこうとする、浜松市独自の
『ユニバーサル農業』を確立。

■『ユニバーサル農業』の確立

特徴①：伝統的な農作業 × 作業分解（福祉）の視点

効率的かつ採算がとれる方法を考えることで
農業経営の改善につなげていく

作業ができるように人を育てる特徴②：難しい作業

作業ができるように作業方法を見直す
人それぞれが役割を持ち、幸せを感じられ
る仕事づくりこそが農業経営に役立つ

反復動作が得意な障がい者
ならではの能力が有効



16４．先行事例

農園運営会社が障がい者を直接雇用している事例

【経営の特長】
「人が仕事に合わせるのではなく、人に合わせ
て仕事を創り出す」という発想のもと、農作業
の工程分解による分業制や人に合わせた機械を
取り入れた農業を実践。

資料：浜松市提供

京丸園株式会社

なんと

７倍



17４．先行事例

農園運営会社が障がい者を直接雇用している事例

資料：浜松市提供

【鈴木社長のインタビュー記事（一部抜粋）】
※記事全文は、浜松市HP（「ユニバーサル農業・
京丸園」と検索）で確認することができます。

（
中
略
）



18４．先行事例

特例子会社※が農家から農作業の業務委託を受けている事例

資料：浜松市提供

農業者

①障がいのある社員に指導や指示を直接する必要がない ②厳格な雇用管理が行われ
ているために作業への信頼が高い ③生産性と対応した報酬が適切に判断できる ④安
定した労働力が担保されるために作業全体のスケジュールを立てやすい など

社員
（障がい者）

①帰宅時間が早い ②自分の能力に応じた給与が支払われる ③障がい者に配慮された
職場環境の中で個々人の能力を発揮する機会が確保される など

企業 ①CSR（社会的責任） ②コンプライアンス（法令遵守［法定雇用率の達成］） など

【ひなりモデルのメリット】

※特例子会社とは...
障がい者雇用の促進と安定を図るため、障がい者の雇
用において特別の配慮を
する子会社のことです。
一定要件を満たし、厚生
労働大臣から認定を受け
ると、特例子会社で雇用
された障がい者は親会社
やグループ全体の雇用で
あるとみなされ、実雇用
率を算定することができ
ます。
これが「特例子会社制度」
です。

株式会社ひなり



実現していくために･･･

19５．事業実施体制

agriculture &welfare of thehadano, by the hadano, for the hadano.

1863.11.19 エイブラハム・リンカーン 2020.2.12 次世代育成アカデミー2班 ～ゲティスバーグ保健福祉センターにて～



５．事業実施体制 20

要望・相談
情報収集

農業と福祉に精通した
コーディネーター
（NPO法人等）

福祉事業所・
特例子会社

農業者
（農地所有者）

実践的な契約（直接雇用or特例子会社からの

労働者派遣）を経て、事業キックオフと
なる。

ＪＡ

社協

社協は、福祉事業所とのパイプやボラ

ンティアバンク制度等の事業実績を活用。

ＪＡは、農業者情報や加工・販売面等

におけるビジネスノウハウを活用。

マッチング
（場づくり）

マッチング成立
（コーディネーター
派遣・調整）

市がサポート
農業担当課
福祉担当課

市は、農業・福祉担当課のサポートに

よるコーディネーターの養成等、事業推
進の普及啓発を支援。

コーディネーターは、適切なマッ

チングを実現させるための知識向上や情
報収集を強化。
⇒コーディネーターとの信頼関係が構築

できれば、農業者は、発注する作業内容、
規模及び賃金等を、福祉事業所等は、
障がい者（労働力）の強みをプレゼンし
ていくようなサイクルが確立され、事業
は活性化する。

■ 実施体制のイメージ図
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事業予算について

 雇用支援費（補助金）
①単価：一人あたり15,000円※/月（A）
②人数：月平均5人×12月＝60人分（B）

計：（A×B）＝900,000円/年（C）

 普及啓発費
①講師等謝礼：50,000円（事業者や有識者）×2回＝100,000円（D）
②チラシ等印刷製本費：50円/部×500部＝25,000円（E）
③その他：25,000円（F）

計：（D+E+F）＝150,000円/年（G）

 合計

（C+G）＝1,050,000円/年

ふるさと納税（農福連携事業への『ガバメントクラウド
ファンディング』）による資金調達。
⇒納税者へ生産された農作物等を返礼、市内外に向けて
の事業PRに有効活用。

※就労工賃（B型）の全国平均額／適用には諸条件を設定



５．事業実施体制 22

■ モデルケースによる試算

安定した農業収入が確保
できるボーダーライン

107
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雇用労賃の捻出について、農業薬剤費等の考
え方を応用したモデルケース
⇒385,000円（H30全国平均）
×0.3～0.6（削減率：障がい者の丁寧な作
業が対象経費の削減につながるとの想定
に基づく）

＝115,500～231,000円/年
（9,600～19,000円/月）
この金額を雇用労賃に還元・活用すると
ともに、農業生産性の向上に応じて単独
でも上昇させていく。
+15,000円/月（補助金）

＝24,600～34,000円/月+α



農 福

５．事業実施体制 24

■ まとめ（期待と展望）

特に収穫作業
に人手が必要

園芸療法（農作業）
は効果的

援農制度が充実

ふるさと納税
の返礼品として
市内外にPR！！

若い力も豊富広報活動
が必要...

初期投資が掛かる...

就労支援スタッフは

負担増...

作業実績は

非常に良好

システム構築
に強い期待

食
活用
産地消

学校給
への
による地

・実践の場として期待

就労
定着

会
画への第一歩

社
参

工 ．
と ．

は大きな ．

程分解
分業制
ヒント

名程度が

な即戦力？！

400
潜在的

無農薬栽培は魅力的

「農」のＷin 「福」のＷin
○生産性向上・GAPの効果的運用 ○障がい者の社会参画・自立への第一歩
○商品付加価値（無農薬等）の向上 ○ディーセント・ワークの確立

企業（特例子会社）も

CSRの達成に貢献



６．ロードマップ 25

実施方針 具体的な取組

実施主体への情報の
提供と共有、事業推
進に係る制度設計

・農業者及び福祉関係者へのヒアリングを通じた事業推進におけるシーズと
ニーズの把握

・市民向けワークショップや、意見交換会等の開催による
事業制度の普及啓発

・検討機関等の綿密な連携による制度設計

事業の開始、かつ安
定的な事業体制の運
用と普及啓発の強化

・コーディネーター、農業者及び福祉事業所等の現状把握と、事業推進にか
かる必要な支援の精査

・事業制度の普及啓発
・上記機関等の発展的活用と事業体制のネットワーク化に
よる自主・自立性の促進

事業の進捗・実績の
検証、さらなる事業
体制の強化と拡充

・事業の効果検証、進捗状況及び発展性に即した支援の精査
・事業制度の普及啓発
・SIB（ソーシャル・インパクト・ボンド）をはじめ、多
角的な観点から諸制度を応用した、市民活力による事業
体制の強化と拡充

【制度設計】令和2～3年度

予算措置

普及啓発費 15 万円

予算措置

普及啓発費 15 万円

雇用支援費 90 万円

予算措置

普及啓発費 15 万円

雇用支援費 90 万円

【開始・運用】令和4年度 【自主性強化】令和5年度

【効果検証】令和4年度～ 【事業拡充】令和6年度～

※主体組織は 、支援組織は で表示。表示内の文字は組織名（市／事〔農業者・福祉事業者〕／団〔ＪＡ・社協〕）を記載。

市

市 団事

市 団

市

市

市

市 団事

団事

団事市

【各種調査・整理、制度設計】

【事業開始・安定運用】

【効果検証・事業拡充】



７．おわりに

各種関係団体との連携によって情報の提供
と共有を強化し、農業と福祉それぞれが有
する強みを生かすことで実践的なモデルが
構築できます。

26

× ＝農 福
自信や生きがいをhadaで感じるno業がはじまる



ご清聴♪ありがとうございました!(^^)!

27



SIB（ｿｰｼｬﾙ･ｲﾝﾊﾟｸﾄ･ﾎﾞﾝﾄﾞ）× 農福連携 28

秦野市 投資家等

社協＆JA（コーディネーター）

農業者＆福祉事業者

いかにマッチング
サービスに、付加
価値が付けられる
かがカギ？！



GCF（ｶﾞﾊﾞﾒﾝﾄ･ｸﾗｳﾄﾞ･ﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ）× 農福連携 29

農福
連携

収穫された農産物
を返礼品に！！


